







































から学ぶ豊かな性と生の教育」が 09 年 11 月に開
催された 3。  
                                                                
1  浅井春夫他『ジェンダーフリー・性教育バッシ
ング－ここが知りたい 50 の Q&A』大月書店、
03 年、 3 頁。  






フリー･トラブル』白澤社、 05 年、 4 頁）。本稿
では、そのような一つひとつのバッシングの総
体を歴史の流れに逆行する大きなまとまりとし































                                                                
4  この年表は、同前『ジェンダー平等の豊かな社
会をめざして』に CD-ROM で収録。  
5 とはいえ、例えば日本軍「慰安婦」問題などに
対して、 07 年 1 月発足の「在日特権を許さない
市民の会」（在特会）が各地で妨害活動をするな
ど、テロリズムの新たな動きが出てきている。
「特集  雑色のペスト  現代排外主義批判」『イン
パクション』第 174 号、インパクト出版会、 10
年 5 月など。  
6 竹信三恵子「やっぱりこわい？  ジェンダー・フ
リー・バッシング」前掲『ジェンダー･フリー･
トラブル』 30 頁。  
7 東京版朝刊と大阪版夕刊を通覧した。  
はじめに     ５．第二期バックラッシュ（2001 年 10 月～） 
１．1990 年代初頭のジェンダー政策  (１)性教育バッシング 
(１)個別政策の前進    (２)「ジェンダーフリー」バッシング 
(２)性別役割分業社会の是正    ①選択的夫婦別姓制度政府案の国会提出つぶし 
２．バックラッシュ記事の数量的変遷   ②「ジェンダーフリー」の言葉狩り 
３．第一期バックラッシュ（1996 年 5 月～）  ③「ジェンダーフリー」狩りの地方への波及 
(１)「慰安婦」バッシング    ④男女共同参画条例批判 
(２)「夫婦別姓」批判から「ジェンダーフリー」批判へ ⑤バッシング論者の地方自治体施策立案への参画 
(３)時代的要請としての性教育    ⑥バッシング論者の体制内化 
４．東京でのバックラッシュの開始  (３)「親学」の奨励 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































九 三 年 五
月 全 て の
高 校 教 科



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(１ )個別政策の前進  
 91 年１月に法制審議会が選択的夫婦別姓を制
度的に認める民法改正問題について検討を開始し、
96 年に ｢民法の一部を改正する法律案要綱 ｣を答
申する。また性教育についても学習指導要領改訂











おさえ切れず、 91 年 8 月に元「慰安婦｣であると




 第二に、この答弁に対して 90 年 10 月に韓国の












検定が実施され 9、 97 年から使用される中学校歴
史教科書すべて（ 7 社）で日本軍「慰安婦｣に関す
る記述が掲載されることになる。  





































した 1 1。それが「男女共同参画」政策である。  
 国連の「西暦 2000 年に向けての婦人の地位向
上のためのナイロビ 1 2将来戦略に関する第 1 回見
直しと評価に基づく勧告及び結論」（ 90 年 5 月採
択）1 3を受けて、翌年 5 月に「西暦 2000 年に向け
ての新国内行動計画第一次改定」（ 91～ 95 年度）
が策定され、「男女共同参画」の語がはじめて使用
される。これを皮切りに、94 年 6 月の総理府への
｢男女共同参画室｣の設置、97 年 3 月の政府文書で




同参画」の正式英語訳に “  Gender Equality ”をあ
てている 1 5。  
                                                                
1 0鈴木裕子『従軍慰安婦・内鮮結婚』未来社、 92
年、 159～ 161 頁。  
11井上惠美子「生涯学習体系化と女性の学習」日
本社会教育学会編『生涯学習体系化と社会教育』
東洋館出版社、 92 年、 106～ 114 頁。  
12国連「女性の 10 年」最終年の国際会議の開催地
がナイロビであった。  
13これが国連文書で“  Gender ”の語を使用した
最初の文書である。  
1 497 年 3 月 26 日に公布された男女共同参画審議
会設置法。  











が一連のバックラッシュであったといえる 1 6。  
 
２．バックラッシュ記事の数量的変遷  
















 「夫婦別姓」の記事は 93～ 97 年に増え、緩や
かに山なりになっている。「男女共同参画」の記事
は「夫婦別姓」の減少と入れ違いに 97～ 03 年に
増加し続け、 04 年の減少後も毎年 50 件前後を維
持している。「夫婦別姓」の記事が 03 年にほとん
ど皆無となるのに替わって 02 年から「ジェンダ
ー」記事が増え、 06 年から減少する。  

































３．第一期バックラッシュ（ 1996 年 5 月～）  
(１ )「慰安婦」バッシング  






として参加した 1 9。 94 年 12 月には、与党（自由
民主党･日本社会党･新党さきがけ連立政権）が準
備中の「戦後 50 年国会決議」 2 0に反対する｢終戦
50 周年国会議連｣が結成された 2 1。歴史観・戦争
観をめぐる議論が、政治抗争という側面を強く帯
びて展開された。  





                                                                
1 8同年 7 月に初当選したばかりの安倍晋三議員が
委員に任命される。同会は、 95 年 2 月に解散。  
19右翼政治運動の動向については、俵義文『あぶ
ない教科書 NO！』花伝社、 05 年を参照。  
2095 年 6 月 9 日に衆議院本会議で採択。  









































た 2 3。  
 『産経新聞』では、以前から上坂冬子「自国政
府 へ の 提 起 が ス ジ  外 国 人 か ら の 対 日 補 償 要 求 」
（ 91 年 12 月 19 日）、秦郁彦｢朝鮮人従軍慰安婦






 ところが、96 年 4 月に「慰安婦」問題に関する
日本政府の国際法違反の法的責任を問う「クマラ
スワミ報告書」が国連人権委員会で審理・採択さ


























し に 向 け て 連 携 す る 方 針 を 固 め る 2 5 。 ほ か に も
様々な団体が文部大臣に対して直接、または地方
議会への陳情提出などを通して、教科書からの「慰
                                                                





教科書（ 7 社 9 種）が日本軍「慰安婦」について








 こうした動きに対して、 96 年 11 月に着任した
小杉隆文部大臣は、教科書検定にも、教科書の日
本軍「慰安婦｣の記載にも問題はないと、削除要求
を受け入れなかった。そこで 97 年 1 月に「つく
る会」が設立され、従来の「慰安婦」記事削除運
動に加えて、独自教科書を作成し 2 6普及させる新














摘している（ 93 年 11 月 20 日）。  
 しかし、 96 年 2 月 26 日の選択的夫婦別姓を含
む民法改正要綱が答申されると、その直後の 28
日の社説で「夫婦別姓は時流排し慎重に」と主張
し、 3 月 2 日の小堀桂一郎「夫婦別姓思想の裏面
を見よ」では、夫婦別姓は「日本の文化を破壊す
る制度」だと論じられた。「慰安婦｣バッシングの
2 ヵ月前のことであった。  

















婦人団体連合会『婦人通信』第 568 号、05 年 10
月、 24～ 29 頁。  
28「教科書をつくる会会見  文相『自虐的記述』知
らず呼びかけ人ら会談の様子を語る」 97 年 1 月
22 日など。  

























 96 年 12 月の｢男女共同参画 2000 年プラン｣で
作成が提案された男女共同参画社会基本法は、97
年 6 月に第 1 回男女共同参画審議会が開催される
















                                                                                               














関心もち始めた男子」 96 年 1 月 11 日、「家庭科
の男女共修をすすめる会  男性家庭科教師が急
増」同年 7 月 13 日。  


























らの性教育攻撃の論調 3 5と大きく異なる。  
























まで教えるべきか  高まるコンドーム議論  ビデオ
教材など続々登場」（ 92 年 12 月 2 日）では、中学
高校の教育現場でコンドームの装着法を説明する
                                                                
3 495 年までは男女混合名簿を「平等を考える契機」
として評価していた（「男女混合名簿増える  平
等考える契機に  性別を超え遊ぶ効果も」95 年 9











村瀬幸浩ら）の記事も掲載された（ 93 年 2 月 24













あった 98 年に、都議会でのバッシングが始まる。  












ットワーク」が、6 月に「 23 区の教育を考える会」
が発足し、東京女性財団の廃止 3 6、「つくる会」教
科書採択問題 3 7、国立市の小学校を契機とした「日
の丸君が代」問題 3 8などに攻撃の矛先をむけた 3 9。 
 東京都は、女性問題解決のための 91～ 00 年度
都行動計画 ｢21 世紀へ  男女平等推進とうきょう
プラン｣の策定（ 91 年 3 月）など、ジェンダー施
                                                                
3 6都の 01 年 3 月廃止案を全国的な反対運動によっ
て阻止するも、 02 年末に廃止に至る。  
3701 年 8 月に都教委は都立養護学校で「つくる会」
教科書の使用を決定。  
3899 年 8 月に「国旗及び国歌に関する法律」が成
立し、9 月に文部省が日の丸・君が代の公立学校
での指導徹底を通知する。  































る罪」に位置づけられ（ 98 年 7 月）、女性国際戦























(１ )性教育バッシング  
 山谷の国会でのバッシング質問の最初は、01 年
10 月 31 日の第 153 回国会文部科学委員会であり、
家庭科教科書における性の記述に関してであった。
第一期に既に家庭科教科書批判は始まっていたも
                                                                
4 0元『サンケイリビング新聞』編集長。 00 年 6 月
に初当選。当初民主党、同年 12 月に離党して保








 山谷は 02 年 5 月 29 日に、セックスをあおって
いる、ピルのメリットばかり言っていると、『思春
期のためのラブ＆ボディ BOOK』 4 1批判を開始す
る。山谷の批判は厚労省からは全面否定された。
それに対して遠山敦子文部科学大臣からは批判に





学校から回収させるのに成功する。山谷は 03 年 5
月 28 日や 7 月 14 日の国会では回収が不徹底であ
るとまで発言する。  









 同じく高橋による 12 月 16 日の「日本はコンド















必要」（ 97 年 4 月 26 日）であった。「性教協」に
「急進的な性科学教育」というレッテルをはり、
「心と体のバランスのとれた人間教育、生き方と




校が実施  10 代に純潔回帰の風潮」では、米国版











（ 02 年 11 月 1 日）、『読売新聞』の国立市に関す
る記事（ 11 月 16 日）に始まり、『産経新聞』では
「小五に過激性教育  テスト内容 “口止め ”  指導要
領逸脱、区教委が調査へ」の見出しで報道された
東京都北区の公立小学校の理科の授業（ 12 月 24
日）、その 2 日後の「コンドーム装着を実習  大阪・
豊中市立中 6 校」、さらに 03 年 2 月 19～ 23 日に
は立て続けに長野・府中・京都・広島の性教育を













の都議会で取り上げられ、その 1 週間後の 02 年
12 月 18 日の都教育庁指導部長名の｢学校におけ
る性教育の指導について｣の通知によって｢学習指
導要領及び児童・生徒の発達段階に即した指導を









5 校、中学校 2 校、養護学校 4 校）を狙い撃ちに
した「調査」が、都教委を介して実施される。  





                                                                
4 35 月 28 日には同様の「自治体」が 40 を超えて
いると批判。「リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ」について、山谷は 05 年 3 月 29 日に「概念
（理解）が分かれているものを更に英語にして
日本人に分かりにくくして行政の政策」（カッコ













都 立 学 校 の 全 教 員 に 週 案 の 提 出 を 義 務 づ け る
「 8.25 通達」、入学式・卒業式での「国旗」掲揚
及び「国歌」斉唱を義務づける「 10.23 通達」に























(２ )「ジェンダーフリー」バッシング  
①選択的夫婦別姓制度政府案の国会提出つぶし  
 98 年 6 月以来超党派の議員たちが選択的夫婦
別姓等についての民法改正案を国会に提出し続け





への 賛成が反対を はじめて上回 って 65.1％とな
り、選択的夫婦別姓制度実現の機運が高まった。  







る 4 月 11 日に、山谷が国会で夫婦別姓を肯定的



































育てへの浸透に警戒を」（ 02 年 5 月 7 日）が初出
である。山谷の国会質問にも触れつつ、「乳幼児の
育児に母親は専念するのはごく自然な育児法」で





バッシング記事を繰り返し掲載する 4 7。  
                                                                
4 5『産経新聞』でも、01 年 9 月 3 日の八木秀次「夫
婦別姓導入に反対する  家族の絆なくして子供
の成長に悪影響」や、 02 年 7 月 29 日の社説で
の夫婦別姓が「家族の絆を壊しかねない」との
主張が展開される。  
46文部科学省の委託事業で 02 年 2 月に日本女性学
習財団が刊行。  
4703 年 7 月に鹿児島県議会で｢県内の幼稚園、小、
中学、高等学校でジェンダーフリー教育を行わ
ないよう求める陳情｣が自民党等賛成多数で採





 ｢解 答乱麻  明星 大教授  高 橋史朗 “拠点 ”はやは
り国立市｣（『産経新聞』03 年 1 月 27 日）は、「『男
女共同参画』『男女平等』という誰もが反対できな










































（『産経新聞』 03 年 2 月 24 日）では、性的自己
決定権教育によって出会い系サイト事件が起き
ているかのように記している。  




見解を示すものの、04 年 2 月には｢地方と国の混
乱状況を考えると、今後は使用しないように指
導する｣と答弁、さらに 04 年 3 月には再度「自
治体の判断」によると答弁する。  
地方自治体が徐々に増加していく 5 0。  
 千葉県では政府見解を文字どおり受けとめ、「性
差を否定するものではない」と断った上で「ジェ





























が改悪される動きも見られるようになる 5 5。  
                                                                
5 003 年 3 月に秋田県に始まり、鹿児島県・石川県・
三重県・青森県と続く。  
5 1千葉県では、04 年 6 月に堂本知事がジェンダー
フリーという言葉について「誤解を受けてきた






する自治体｣03 年 7 月、山口敏昭「フェミニズム
条例を一掃しよう！」 04 年 6 月などの批判がさ
れた。  
5 3社説「男女共同参画  均衡とれた宇部市の条例」
『産経新聞』 02 年 7 月 13 日。  
5 4社説「男女共同参画  堂本案の廃案を評価する」
03 年 3 月 3 日、「同性愛者の人権擁護条例成立  
懸念、困惑･･･揺れる都城」 03 年 12 月 22 日。
なお、千葉県は都道府県の中で唯一未だに男女
共同参画条例がない。  







画し始める。 03 年 12 月の荒川区の男女共同参画
社会懇談会設置に際しては、会長に林道義、副会
長に高橋史朗、委員に八木秀次が任命された 5 6。
高橋は、06 年 5 月に第 3 期東京都男女平等参画審




 政権与党の自民党議員となった山谷は、 04 年
11 月 24 日に、欧米で過激な性教育をしたら性病
が増えて中絶が増えたという事実無根の話をまく
ら言葉に、「年齢を無視した過激な性教育の実態」




















                                                                                               
性別役割分業観を強調する文面が挿入される。
他にも 04 年 3 月の長野県岡谷市、06 年 12 月の










実無根であり、 WHO が 10 代でのピルの使用を
禁止しているという情報は誤りであるなど、デ
マが多数あることを、 05 年 7 月 2 日付『東京新
聞』が明らかにしている。  








行 わ れ た 教 育 に よ る 問 題 が 出 て き て い る の は 事
実」「同計画の見直しの際には『ジェンダー』とい
う文言を削除すべき」と要求した 5 9。  
 
(３）「親学」の奨励  















                                                                                               
う提案した。  


















61この一環で、 00 年 11 月の生涯学習審議会社会
教育分科審議会報告｢家庭の教育力の充実のた
めの社会教育行政の体制整備について｣を受け
て、 01 年 7 月に社会教育法一部改悪によって家
庭教育が重視されることになったのを皮切りに、




体連合会編『女性白書  2008』ほるぷ出版、 08
















































                                                                







全日本教職員組合『クレスコ』第 79 号、 07 年
10 月。  
おわりに  


















09 年 9 月の政権交代に伴い、選択的夫婦別姓制度
の導入に千葉景子法務大臣・福島瑞穂男女共同参




























                                                                
6 4前掲『ジェンダーフリー・性教育バッシング－














「国旗及び国歌に関する法律」が成立し（ 99 年 8
月）、「つくる会」教科書が検定に合格して正規の
教科書として存在することとなった（ 01 年 4 月）。
第二期になると、03 年 6 月に有事関連 3 法（武力
攻撃事態対処法案、安全保障会議設置法改正案、
自衛隊法改正案）が成立、 06 年 12 月に教育基本
法改定、 07 年 5 月に｢日本国憲法の改正手続きに
関する法律｣（国民投票法）など｢改憲手続法｣が成





































                                                                
6 5前掲「やっぱりこわい？  ジェンダー・フリー・
バッシング」  
攻撃は『バックラッシュ』の核心的要素である」
との指摘をあわせて紹介しておきたい 6 6。  














































                                                                
6 6浅野富美枝「性・生殖・セクシュアリティと人
権の可能性」前掲『ジェンダー視点から戦後史









5-(1) (3)、おわりにを和田が執筆した。  
 
〔和田  悠（わだ・ゆう）日本学術振興会特別研究
員・フェリス女学院大学非常勤講師、井上惠美子
（いのうえ・えみこ）フェリス女学院大学文学部
コミュニケーション学科教授〕  
 
 
 
 
